
＜年末調整は大事な手続きです＞

｢年末調整｣は、毎月の給与や賞与の支払の際に源泉徴収をした税額と、

その年の給与の総額について納めなければならない税額とを比べて、その

過不足を精算する手続きです。

大部分の給与所得者は、この｢年末調整｣によって、その年の所得税および

復興特別所得税の納税が完了します。改めて確定申告の手続をとる必要が

なくなることから、非常に大切な手続きだといえます。
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年末調整では、配偶者控除、配偶者特別控除、扶養控除、保険料控除などの控除が受けら

れますので､ 扶養控除等申告書などを提出して､ これらの控除を正しく受けてください。

税に関 する情報を 次のホ ームペ ージに掲載してい ます。

国税庁ホームペ ージ アドレス ●”ｗ ｗ ｗ ．ｎｔａ・ｇｏ．ｊｐ

社 会 保 障 ・ 税 番 号 制 度( マ イ ナ ン バ ー 制 度) に つ い て

社会保障･ 税･ 災害対策分野において、行政手続の効率性･ 透明性を高め、

国民にとって利便性の高い公平･公正な社会を実現することを目的として、社

会保障･ 税番号制度(マイナンバー制度)が導入されました。

国税のマイナンバー制度に関する誦報や法人番号の最新誦報については、国

税庁ホームページをご覧＜ださい。



いろいろな控除が差し引かれた上で所得税が計算されます。

■給与所得の所得税及び復興特別所得税の計算のしくみ

算出所得税額【(Ａ)×( Ｂ)－(Ｃ)】

-

195 万円以下の場合
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330 万円以下の場合 10 ％ 97.500 円

695 万円以下の場合 20 ％ 427.500 円

９００万円以下の鳩合 23 ％ 636,000 円

1.742 万円以下の場合 33 ％ 1.536,000 円

●課税給与所得金額が1,742 万円(給与の収入金額が2,000

万円)を超える場合は,年末調堅の対象となりません。
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38万円
a. 詞UI ヱドj ヽ

老 人 控除 対 象 配偶者 48 万円

扶 餐 控 除

一般の控除対象扶養親族 38 万円

特 定 扶 養 親 族 63 万円

老 人 扶 養 親 族 48 万円

｜ 同 居 老 親 等 58 万円

{注り 老`人控除河象配偶唇とはff齢ｱo 歳以上のÅ 岡 和23 年１月

１日以罰に生享才1た人)をいい１７ ．

･ﾐ･特ｘ 扶養親族とは種除同卑扶養覗族のう５､ 年唯19 歳以上

23 歳未満の人4平成ｱ 年1 月２日力ヽら平頃11 年1 月１ヨまで

の同|こ三まれた人) をいいま７.

.j老人扶養親族とは控除対象扶價親族のう５. 年170 歳以上

の人{ 昭和23 年１月１日以 前に生 まｎ だÅ} をいいます。

XZ.1 ％

r東日本大震災からの復興のため

の施策を実施するために必要な

財源の確保に関する特別措置法」

により, 平成25 年１月１日から

平成49 年１２月31 日までの問

に生ずる所得から源泉徴収すべ

き所得税の額の2.1 ％相当額が。

復興特別所得税として源泉徴収さ

れています。

給与所得控除額( 例)

1jliiXa-Xj 』

200 万円

-

78 万円

300 万円 108 万円

400 万円 134 万円

500 万円 154 万円

600 万円 １ﾌ4万円

●給与の収入金額からは､ 給与の収入金額に

応じた給与所得控除額が差し引かれます。

この給与所得控除額は､ 給与所得者の必要

経費的な要素を持っています。

配偶者控除と扶養控除
し ここ･ し

ノ ニ

霖£し･Ｌ､｡71j｡ 芒:二|ぶ:RjSj7 洋弓異但率Xi

ﾂ･･こI石て･j･

●配偶者1邨1 や扶養狸昿の対凛となるのは､ 姶与の害11,を受ける人( 所得者

本人) と主 計を ー{こする 配冑 西や年齢１６ａｕ 上の親族{し巾 ゆる・ 子や

養直老人もき まれます.}のうち. 合計ぷ鳶金菰び3a 万円以下の人です．

ｓ ｌａ) 四 ｊｇ ａぐ１ ま

合るt所得金●豺ま38 万円以下となります．

(注)上記の合計所肖 金額には, 遺族年金などの非課税所得, 源９ 分離課税が

適用さ れる利子, 確定申告をしないことを選択した杓子等又は配当 等な

ど｢ま含まれません。

障害者等の控除
年の中途で異勣び生じた宅合には｢扶香

控踪等異動印毘曹｣の提出が必要です。

(注卜1:扶養現辰と|ぷ､垢与の支払を受ける人( 所得き本人)

と生計を ーにする親族( い わゆる 里 子や畏 護老人

も含まれますｊ で､ 合計所得金額が38 万円以下の

人をいい ます。

･Σ 勤労学生 控除.Iま､勣労による 所得を 有する－7F の

要件を 満たす孚生又は主徒で､ その合計所得金額が

65 万円以下で､ かつ､ 合計所得金額のうち給与所得

等以外の所得か10 万円以下の硯合に通月さ れます。
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障害者控除皆r 祠

皿

一般の障害者

-

27 万円

特 別 障 害 者 40 万Ｆ

同居呵別障害者 75 万『

寡婦控肝（本人のみ）

一 股 の 寡 婦 27 万円

特 別 の 寡 婦 35 万円

憲 夫 控 肝(本人のみ) 27 万円

勤劣拿生控除(本人のみ) 27 万円

例えぱ､アルバイトにより給与収入がある学生の場合､そのアルバイト以外1こ収入がなく。年間のアルバイトのぶ入金額か130 万円以下

であれば､この控除を受けることができます。

給与ｌ の源泉徴収において. 国外 に居住する親族|こ係る配偶１ 控除. 扶萱控除又は障害者控防の適用を受lする 場合|こは. 結与の支払・ に．

その観族|こ係る親族関係●類! 親族であ ることをii する魯類) 及び送ｉ 関係魯傾{ 親辰の生活喪又 は教角費 に充てる ための 支払を 必要の

都度.名人 に行ったことを明ら かに・ る 鷹穎} を提出又は提示・ る 必要があります．

配偶者特別控除

略ラの支払を受ける人;所司者本人)の合計所得金額が1.000 万円1j下

で｡ま計をーにする配偶者の右a↑所得金額が38 万円超７６万円未満(侑

得が給与所得だけの場合|こla.給与の収入金額が103 万円超141 万円

未満lの同合には､その金頷に応じて●高38 万円が控除されます。

(注)年ｘ調整において､国夕iに居住する配偶者に係る配偶６ 特別控除の

適用を受ける場合には｡給与の支払者に､その配偶１に係る観族関係

儒類及び送金閥係麹類を提出又lg提示する必要び而IJます。

各種の保険料控除
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これらの控除を受けるためには｢ 保険料控除申告害｣ の提出が必要です、

・ 仮名の合計所得會爾( 給与の収入金額)

-

社 会 保 険 料 控 除 支払った保険料の全額

小規模企業共済等掛金控除 支払った 掛金の全額

生 命 保 険 料 控 除

保 険 専 の 種 類 旧契約 新契約 両万がある堺き

一 般 の 生 命 保険 料 愚高５万円 最高４万円 最高４万円

個 人 年 金 保 険 料 最高５万円 最高４万円 最高４万円

介 護 医 療 保 険 料 最高４万円

合 計 適 用 限 度 額 最高１２万円

地 震 保 険 料 控 除

地震保険科のみの場合 最高５万円

1一 一 一 合 最高１万５千円

両 万 が あ る 場 合 原島５万円

!注に･|日契 妁とは､平成23 年12 月31 日以前に締Ｓした保険契約男をいい､新契約とlj. 平成24 年1 月１日以後に締結した保険契約 等をいいます.

ｌ=一 般の 生 命保険 桐及び 個人年 金保険 料の控除 額の 計算におい て､ 顧契 約と|日契約の両方を 支払ってい る場合であ っても.旧葵 約分

のみ 計算した 場合の 控除 額( 皿醐５万 円J が､ 両万がある嘲 合の 控除 額【● 局４万円】よりも大きい 場合 にはｊ日契駝 分のみ泗用を

受けることにより.墨珊５万円の生 命保険料控除を受けることができ ます に の場合であっても. 合St適用限 度翻は鎖高12 万円でｌ｡ 】．

ii 興面 別所I佃祓 にIラIいIで



(特定増改築等)住宅借入金等特別控除(税額控除)
この控除を受けるためには｢ 住宅借入金等特別控除申告書｣などを勤務先に提出する必要があります。

なお､最初の年分については確定申告により控除の適用を受ける必要があります。

● 給与所隋者など{ 所得の金額が一定の頷を超える人などは除かれま

す｡} が､一定の要件を満たす家屋の取得又は増改築等をして平成33

年12 月3t 臼までの間に自己の居住の用に供した場合において､一定

の住宅借入金等を有するときは､一定の期閻にわたり所御税額から

住宅借入金辱特別控除 額が控除 されます。

●平成28 年中に住宅を居住の用に供した刀で､確定申告により住宅借

入金等特別控除の適用を受けた方の平成29 年分の住宅借入金等特別

控除の控除額は､次薮により計算した余額となります。

●年末調整によってこの控除を受けるためには､ 税ｇ司からお送りす

る「住宅借入金等特別控除申告書」とともに､金融厩関等が発行した

「住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証明書」などを勤務先に

提出する必要があります。

●平成27 年１２月 引 日以前に住宅を居住の用に供した人などの住

宅借入金等特別控除につきましては、国税庁ホームページに掲載し

ている「年末調整のしかた」などをご確認ください。

Ｉ 平成29 年分の年末調整に適用される控除額の表(平成28年中l;こ住宅を 居住の用 に供した人用）

ｌ　　　　・　●幽　●

平成28 年 １月1[j から

平成28 祢12 月31 円まで

㎜

本則

-

特ぷ取得

㎜

10 年間 ｛4,000 万円以下の部分の金額）X　I.0 ％

凰ilXXln 麗

40 万円

特足収得以外 10 年間 ｛乙000 万円以下の部分の金額）X　I.0 ％ 20 万円

認定
住宅

特定取得 10 年間 ｛5,000 万円以下の部分の金額）ｘ　ｌ､ｏ％ 50 万円

特足政勝以外 10 年問 ｛3,000 万円以下の部分の金額）x　l､o ％ 30 万円

(注) 特定取得に該当するかどう かは､税務署から送付される｢ 住宅借入金等特別控除証明書」に記載されていまず。

・ 給与所得者と確定申告

● 給与の収入金額が2.()00万円を超える人､給５を２か所Ｕ.上から受け

ている人､ 給与所得･退吸丿折得以外の所聊金額が20 万円を超える人な

どは､催定申告をしなければなりません。

●多額の医療費を支む､つた人や､災害や灘僣にあった人などは､確定申告

をすることによって源尿徴収さねた税金が還付さｎ る場合があります。

●給与所得者の特定支出搾肝の特例｢ま､その年中の特定支出の額の合計

額が給与所得控除額の２分の１を超える場合に｡確定申告により､ その

超える部分の金額を給与所司控除後の 給与等の金穎から担除できる

という制度です。

●特定支出とは､一定の江通 勤費､必転居貝(転任に伴うもの)､ぼ冊

修費､④資格取得費(人の資枯を取得するための費用)､居帰宅旅費

{単身1卜仔に伴うもの} 及び ぞ勤務必要経費(上限65 万円) をいい

ますが､この特例の適用を受けるには特定支出の金頷を証する書

類などが必要です。
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平成30 年分以降の配偶者控除及び配偶者特別控除の取扱いについて

毎月( 毎日) 給与等の支払を受ける際に源泉徴収される税額は､ 扶養親族等の数C配偶者及び扶養親族の合11数等) に応じて

計算しますが､ 配偶者控除及ぴ配偶者1胡|』控除の見直しにiiい､ 配偶者に係る扶養親族等の数の計算方法が変更されました。

このため､ 平成30 涯１月１日以後､最初の給与等の支払を受ける日の前日までに給り等の支払者に|疋出 する｢平成30 年分

給与所得者の扶養控除等申告書｣の記載内容が変更されまず。

また､ 平成30 年分の年末調差又は緩定呻告において適用を受ける配偶者･控除及び配偶者特別搾除の控除額についても見直

しが行われました。

《配 偶 者控除 及ぴ配 偶 者特別 控除の控 除 額刄

卜 卜
給与所得者本人の合計所得金額（見積額）

（給与所得だけの場合の給与所1尋者本人の給与等の収入舎翻）

(lo温陥
900 万円超

950 万円以下

〔

1

四 詰 〕

950 万円超
1,000 万円以下

〔11170 万円超
1.220 万円以下

〕

〔1:昌l 昌 ）

｜
38 万円 以下

（103 万円以下 ）

控 除 額

(老人控除)

3a 万円

(48 万円)
26 万円

(32 万円)
13 万円
(16 万円)

０円

(0 円)

38万円超
85万円以下

〔　昌 皺?　 〕
控 除 額 38 万円 26 万円 13 万円 ０円

85 万円超

123 万円以下

〔150 万円超

201万６千円未満

〕
控 除 額

35 万円～

３万円
24 万円～

２万円

12 万円～

１ 万円
０円

＜改正について＞

平成30 年から配偶者控除及び配偶者特別控除の改正があり、扶養控除等(異動)

申告書の書き方が変わります。

＊参考＊国税庁ＨＰ
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テキストボックス
★平成30年の年末調整につきましては、随時,情報を掲載していく予定です。
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